
 

 

 

 

 

事 業 報 告 

２０２４年４月 １日から 

２０２５年３月３１日まで 

 

１． 会社の現況に関する事項 

（１）事業の経過及びその成果 

２０２４年度の事業経過及び成果を報告いたします。 

 

【事務所賃貸事業】  

入居率は９８.１％、貸室総面積２０,１２６.２５㎡（６,０８８.２坪）、空室面積３

８１.５８㎡（１１５.４坪）。収入（賃料＋共益費）は１０６.１％の７億９,７２３万円

となりました。 

【店舗賃貸事業】 

物販１４店舗、飲食１７店舗、合計３１店舗で入居率は８８.７％、貸室総面積５,３

３０.９６㎡（１,６１２.６坪）、空室面積６０２.４６㎡（１８２.２坪）。 

店舗売上高は物販部門で１０４.０％の１０億２,４３３万円、飲食部門で１０９.３％

の１４億２,６５９万円、収入（賃料+共益費）は１０９.１％の２億８,００１万円とな

りました。 

【バスターミナル事業】 

発着回数合計は１０５.３％の８６,７５２便。運休便は２０２４年問題による運転手

不足等の影響により２２,４６２便（前年２２,９９６便）、乗降客数は１０４.１％の２

２１.１万人、収入は１０９.２％の１億６,３４０万円となりました。 

【駐車場事業】 

一般時間貸し駐車（年度末：６５台／１４８台）の利用状況は１０９.５％の７４,０

４１台、収入は１０１.７％の７,０８０万円となりました。 

【観光バス等事業】 

利用状況は４０.５％の４,３５３台、収入は９６.７％の３,６５２万円となりまし

た。 

 

 



 

 

（２） ２０２４年度決算 

売上高は、事務所賃料収入（賃料＋共益費）、店舗賃料収入(賃料＋共益費)、バスターミ

ナル事業収入などの増により、１０２.６％の１７億３,３６２万円となりました。売上原

価は業務委託料、修繕費等の減、光熱水費等の増により、前年度比９６.０％の１６億７,

８８５万円となりました。販売費及び一般管理費は９５.２％の１億２,２２１万円で、営

業損失６,７４４万円を計上、営業外収益は運営補助金等により４億３,０９３万円、営業

外費用は３,２００万円、経常利益は１１０.６％の３億３,１４８万円、特別損失は固定資

産撤去費等で１億２,８９４万円を計上し、当期純利益は８９.０％の２億２１２万円とな

りました。 

 （注）金額は１万円未満切捨て 

 

（３）今後の課題   

当社ビルは建設後２９年を経過し、老朽化による電気設備等基幹設備の更新など大規模

設備投資が既に始まっており、今後、会社の利益や運転資金を圧迫するリスクを抱えてい

ます。収益は、館内利用客の増加等に伴い、一定程度の回復基調ではありますが、コロナ

禍以前の水準には達していません。一方で、光熱水費や労務費など費用の上昇があり、経

営を取り巻く環境は非常に厳しい状況であります。 

そのため、収益改善に向けて、テナント入替時のタイミングによる賃料水準の向上や、

観光バス事業者等への働きかけによる飲食店舗利用者増のほか、バス事業者との連携によ

る新たな収入確保策に取り組むとともに、借入金の返済を着実に行いながら、特定調停終

了時の２０３３年度以降のビル運営のあり方を検討していきます。 

 

（４）直前３事業年度の財産及び損益の状況 

区 分 
2021年度 

（第34期） 

2022年度 

（第35期） 

2023年度 

（第36期） 

2024年度 

（第37期） 

売 上 高 1,477,211千円 1,588,860千円 1,690,371千円 1,733,629千円 

経 常 利 益 198,679千円 218,320千円 299,658千円 331,481千円 

当期純利益 61,607千円 122,763千円 226,981千円 202,121千円 

一株当たり当期純利益        0円1銭        0円1銭      0円1銭 0円1銭 

総    資    産  13,144,374千円  12,425,261千円 12,058,259千円 11,504,733千円 

純    資    産       5,367,892千円       5,490,655千円       5,717,637千円  5,919,758千円 

（注）一株当たり当期純利益は、発行済株式の期中平均株数で算出しています。 



 

 

（５）主要な事業内容（２０２５年３月３１日現在） 

① 自動車ターミナル施設の経営 

② 不動産の賃貸及び管理業 

③ 駐車場の経営 

④ 各種イベントの企画、立案及び実施 

⑤ その他 

 

（６）主要な事業所（２０２５年３月３１日現在） 

   本社 大阪市浪速区湊町一丁目４番１号（大阪シティエアターミナルビル） 

 

（７）従業員の状況（２０２５年３月３１日現在） 

   従業員数１６名（前期末比1名減）  

 

（８）主要な借入先の状況（２０２５年３月３１日現在） 

借  入  先 借入金残高 （千円） 

大阪市 1,945,524 

株式会社 みずほ銀行 636,426 

株式会社 三菱ＵＦＪ銀行 408,203 

株式会社 三井住友銀行 337,428 

三井住友信託銀行 株式会社 261,270 

株式会社 りそな銀行 225,827 

近畿産業信用組合 156,719 

株式会社 関西みらい銀行 111,601 

信金中央金庫 73,522 

２．株式に関する事項（２０２５年３月３１日現在） 

（１）発行可能株式総数  普通株式２２,８１０,０６０,０００株 

 

（２）発行済株式総数  普通株式２２,８１０,０５７,７８４株 

 

（３） 株主数 ２５名 

 

（４）発行済株式の総数の１０分の１以上の数の株式を保有する大株主 

株主名 
当社への出資状況 

  持株数 （株） 出資比率 （％） 

大阪市 22,809,981,600  99.99  



 

 

３．会社の役員に関する事項 

（１）取締役及び監査役（２０２５年３月３１日現在） 

地  位 氏  名 担当又は主要な職業 

代表取締役社長 間渕    豊  

専務取締役 檜垣 善彦 事業部長 

常務取締役 安尾  和弘 総務部長 

取締役 正垣 啓之 大阪市計画調整局  開発調整部長 

取締役 松尾 優 西日本旅客鉄道株式会社 技術理事 建設工事部長 

取締役 石川 琢朗 
関西電力株式会社 ソリューション本部 営業部門 

地域開発部長 

取締役 大黒 賢宏 大阪瓦斯株式会社 大阪・北部地区 統括支配人 

監査役 堀田 健 上原合同法律事務所 パートナー弁護士 

監査役 山野 敏和 大阪市計画調整局 企画振興部長 

 

（注）当事業年度中の異動 

１ ２０２４年６月２８日付で次の取締役が選任され、就任しました。 

       取締役  檜垣 善彦、正垣 啓之、松尾 優、石川 琢朗、大黒 賢宏 

２ ２０２４年６月２８日付で次の取締役が辞任しました。 

       取締役  成岡 隆史、西江 誠、谷口 康一、大山 雅之、中窪 和弘 

 

（２）責任限定契約 

当社は各取締役（業務執行取締役であるものを除く）及び監査役との間で、会社法４

２３条第 1 項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任

額は法令の定める最低責任限度額となります。 

（３）取締役及び監査役の報酬等の額 

区 分 
取締役 監査役 計 

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 
定款又は株主総会決

議に基づく報酬 
4名 29,256千円 1名 3,600千円 5名 32,856千円 

 

（注）１ 取締役の報酬限度額は、１９９２年６月２９日開催の第４回定時株主総会決議に基づく年

額７０,０００千円以内であり、監査役の報酬限度額は、２００７年６月２８日開催の第１９

回定時株主総会決議に基づく年額１５,０００千円以内です。 

      ２ 期末現在の人員は、取締役７名、監査役２名です。 

   ３ 上記の人数には、２０２４年６月２８日開催の第３６回定時株主総会終結の時をもって辞 

    任した取締役１名を含んでいます。 

 



 

 

４．会計監査人に関する事項 

名称  仰星監査法人 

 

５．親会社等との間の取引に関する事項 

大阪市は当社株式の２２,８０９,９８１,６００株（持株比率９９.９９％）を保有し、当

社は大阪市から資金を借り入れ、補助金の交付及び損失補償を受けるとともに、同市に対

し資金の立替を行い、OCATビルの一部をオフィスとして賃貸しています。 

 

（１）当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項 

同市に対するオフィスの賃貸は、当該取引の必要性及び取引条件が、第三者との通常

の取引と著しく相違しないこと等に留意し、合理的な判断に基づき、公正かつ適正に決

定しています。 

 

（２）当該取引が当社の利益を害さないかどうかの取締役会の判断及びその理由 

   当社は、取締役会において多面的な議論を経たうえで、当該取引を実施していること

から、当該取引は当社の利益を害さないものと判断しています。 

 

（３）取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の当該意見 

   該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(単位：千円）

金　額 金　額

Ⅰ．流動資産 3,090,685 Ⅰ．流動負債 1,522,036

現金及び預金 2,587,242 一年内返済予定の長期借入金 824,974

売掛金 88,789 未払金 560,386

有価証券 400,303 未払費用 310

前払費用 10,036 未払法人税等 420

未収入金 2,185 未払事業所税 2,692

未収収益 3,085 未払消費税等 8,990

貸倒引当金 △ 957 預り金 6,260

Ⅱ．固定資産 8,414,048 前受収益 106,487

(1) 有形固定資産 5,521,725 賞与引当金 11,514

建物 5,408,889 Ⅱ．固定負債 4,062,937

構築物 3,789 長期借入金 3,331,549

機械及び装置 2,100 預り保証金 689,255

工具、器具及び備品 57,413 退職給付引当金 42,132

建設仮勘定 49,532 5,584,974

(2) 無形固定資産 4,373

電話加入権 66 Ⅰ．株主資本 5,919,758

ソフトウエア 4,307 (1) 資本金 100,000

(3) 投資その他の資産 2,887,949 (2) 資本剰余金 25,000

投資有価証券 907,573 資本準備金 25,000

出資金 1 (3) 利益剰余金 5,794,758

長期前払費用 23,920 その他利益剰余金 5,794,758

預託金 10,930 　別途積立金 1,450,000

長期立替金 1,945,524 　修繕積立金 3,600,000

　繰越利益剰余金 744,758

5,919,758

11,504,733 11,504,733資産合計 負債及び純資産合計

貸  借  対  照  表
2025年3月31日現在

科　目 科　目

【資産の部】 【負債の部】

負債合計

【純資産の部】

純資産合計



(単位：千円）

Ⅰ．

Ⅱ．

Ⅲ．

Ⅳ．

Ⅴ．

Ⅵ．

(単位：千円）

損  益  計  算  書
自 2024年4月1日  至 2025年3月31日

科　　目 金　　額

売上高 1,733,629

販売費及び一般管理費 122,219

営 業 損 失 67,448

売上原価 1,678,859

売 上 総 利 益 54,770

有価証券利息 8,189

運営補助金収入 413,506

営業外収益

受取利息配当金 1,418

支払利息 29,334

1,529

雑損失 1,137 32,001

雑収入 6,288 430,932

営業外費用

固定資産除却損 27,706

固定資産撤去費 101,233 128,940

経 常 利 益 331,481

特別損失

当 期 純 利 益 202,121

税 引 前 当 期 純 利 益 202,541

法人税、住民税及び事業税 420 420

株主資本等変動計算書
自 2024年4月1日  至 2025年3月31日

株　主　資　本

純資産合計

資本金

資本
剰余金

利益剰余金

株主資本
合計

別途
積立金

当期変動額

当期首残高 100,000 25,000 1,450,000 3,600,000 542,637 5,592,637 5,717,637 5,717,637

　当期純利益 202,121 202,121 202,121

3,600,000 744,758 5,794,758

当期変動額合計 − − − − 202,121

受贈益 1,529

寄付金

5,919,758 5,919,758

資本
準備金

利益剰余金
合計

その他利益剰余金

繰越利益
剰余金

修繕
積立金

202,121 202,121 202,121

202,121

当期末残高 100,000 25,000 1,450,000



  

個 別 注 記 表 

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

  満期保有目的債券・・・償却原価法 

                

２．有形固定資産の減価償却の方法・・・定額法 

ただし、建物については 1998 年度の税制改正により耐用年数の短縮が行われているが、改

正前の耐用年数を継続して適用している。 

 

３．無形固定資産の減価償却の方法・・・定額法 

ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(5 年)に基づく定額法

を採用している。 

 

４．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。 

 

（２）賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与にあてるため、支給見込み額に基づき当期に帰属する額を

計上している。 

   

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の額に基づき、当期にお

いて発生していると認められる額を計上している。 

 

５．収益及び費用の計上基準 

  当社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足

する時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりである。 

賃貸事業は賃貸契約に基づき、土地及び建物の賃貸を行っている。この場合、事務所及び

店舗賃料や共益費等は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号）の範囲に含

まれるリース取引に該当する。なお、収益認識基準の対象となる光熱費等の附帯収入、バス

ターミナル事業及びその他受託業務の履行義務は、顧客にサービスを提供した時点で充足さ

れ、収益を認識している。 

 

 

 

 



  

収益認識に関する注記 

(1） 収益の分解  

（単位：千円） 

 顧客との契約から 

生じる収益 

その他の収益 

外部顧客への営業収益 478,311 1,255,318 

当社の収益は、オフィス、OCATモール等の賃貸事業及びバスターミナル事業に基づ

く収入並びに湊町駅前東西線の維持管理業務等の受託収入等に基づいている。 

事務所及び店舗賃料や共益費等は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基

準第13号）の範囲に含まれるリース取引に該当するため、「その他の収益」として表

示している。また、光熱費等の附帯収入、バスターミナル事業及びその他受託業務に

ついては、「顧客との契約から生じる収益」に表示している。 

 

(2） 収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載の

とおりである。 

 

貸借対照表に関する注記 

１．資産につき設定している担保権の明細 

        （単位：千円）  

 

 

 

 

(注)1 年以内返済予定のものを含んでいる。 

 

２．使途が限定されている資産の明細 

（単位：千円） 

種 類 期末残高 

普通預金 1,158,475 

有価証券（注） 400,303 

投資有価証券 907,573 

計 2,466,352 

（注）すべて 1 年以内満期予定のものである。 

 

上記の資産は、大阪市より交付を受けている運営補助金のうち、公共機能維持にかかる補助

金の当該年度剰余金の積み立てによる資金（特定口座資金）に該当し、その使途が限定されて

いる。 

 

３．有形固定資産の減価償却累計額       30,992,087 千円 

    (減損損失累計額 19,177,790 千円を含む) 

 

担保に供している資産 担保権によって担保されている債務 

種 類 期末帳簿価額 内 容 期末残高 

建物 5,408,889 長期借入金（注） 2,211,000 

定期預金 134,000 預り保証金 134,000 

計 5,542,889 計 2,345,000 



  

４．国庫補助金等により取得した有形固定資産の圧縮累計額    7,944,287 千円 

 

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務     

長期金銭債権 

長期立替金          1,945,524 千円 

短期金銭債務 

一年内返済予定の長期借入金   579,308 千円 

長期金銭債務 

長期借入金          1,366,216 千円 

  

損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

 営業取引による取引高 

  売上高             243,855 千円  

  売上原価            142,939 千円 

  営業取引以外の取引による取引高  413,506 千円 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

発行済株式の数 

（単位：株） 

株式の種類 期首株式数 当期増加 当期減少 期末株式数 

普通株式 22,810,057,784 － － 22,810,057,784 

 

税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産の発生の主な原因は、減損損失、繰越欠損金等である。なお、繰延税金資産

の計上にあたり、将来において回収が見込まれないため全額を控除している。 

 

金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、また、銀行等金融機関、大

阪市からの借入により資金を調達している。売掛金に係る顧客の信用リスクは、預り保証金

の受け入れ等によってリスク低減を図っている。投資有価証券は満期保有目的の公社債であ

る。長期借入金は設備投資に係る資金調達及び長期立替金の支払のための資金であり、設備

投資に係る借入金利は特定調停条項に基づき 5 年ごとに見直される。また、長期立替金に係

る借入金は大阪市から無利息で借入している。 

 

 

 

 

 



  

２．金融商品の時価等に関する事項 

2025 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとお

りである。また、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価

額に近似することから注記を省略している。 

 

 

（単位：千円） 

 貸借対照表 

計上額 
時 価 差 額 

(1)有価証券及び投資有価証券 1,307,876 1,285,758 △22,118 

(2)長期借入金 4,156,524 4,027,206 △129,318 

 

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

（１）有価証券及び投資有価証券 

金融機関の時価情報によっている。 

 （２）長期借入金 

元利金の合計額を、特定調停条項に基づき 2024 年度末に改定されたと仮定した利率

で割り引いて算定する方法によっている。 

 

賃貸等不動産に関する注記 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、大阪市において賃貸オフィス・商業施設を所有している。 

 

２．賃貸等不動産の時価に関する事項 

当該賃貸オフィス・商業施設の一部については当社が使用しているため、賃貸等不動産

として使用される部分を含む不動産としている。 

2025 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額及び時価は、次の通りである。            

                              （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時 価 

賃貸等不動産として使用 

される部分を含む不動産 
5,408,889 4,630,000 

(注) (１) 貸借対照表計上額は、建物の取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を 

控除した金額である。 

(２) 当年度末の時価は、不動産鑑定士による鑑定評価額（指標等を用いて調整を行った

ものを含む）である。 

 

 

 

 

 

 

 



  

関連当事者との取引に関する注記 

１．法人主要株主等 

種

類 

会社

等の

名称 

事

業

の 

内

容 

議決

権等

の所

有(被

所有)

割合 

関連当事者との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 
役員

の兼

任等 

事業上 

の関係 

主

要 

株

主 

大 

阪 

市 

地

方

公

共

団

体 

被所

有 

 直接 

 

99.99

％ 

2

名 

補助金収入 補助金収入 413,506 未払金 29,988 

資金の借入 資金の借入 － 長期借入金 1,945,524 

資金の立替 資金の立替 － 長期立替金 1,945,524 

損失補償 

（被補償） 

損失補償 

（被補償） 
2,211,000 被補償債務 － 

不動産賃貸 賃料収入等 224,151 売掛金 1,428 

 

(注)取引条件ないし取引条件の決定方針等  

  (１)補助金収入については、非収益性・低収益性を有する部門にかかる公共機能の維持に

ついて受けており、それらの必要経費を基に決定している。 

  (２)借入金は、立替金に充てるためのもので社会資本整備特別措置法に基づき無利子であ

り、担保は提供していない。 

  (３)立替金は、JR 関西本線連続立体交差事業(立葉元町線以北)にかかる工事代金である。 

  (４)損失補償については、特定調停条項に基づき金融機関からの借入金等に対して、金融

機関が担保物件の処分など回収努力をしてもなお回収不能が発生した場合の当該回収 

不能額について大阪市が損失額を補償することとなっており、補償料はない。 

    なお、取引金額は 2025 年 3 月 31 日現在の金融機関からの借入残高を計上している。 

  (５)賃料収入については、当社の標準賃料を基に交渉の上決定している。 

 

一株当たり情報に関する注記 

一株当たり純資産額      0 円 25 銭  

一株当たり当期純利益     0 円 1 銭  

 

資産除去債務に関する注記 

当社は、土地を賃借し店舗および不動産賃貸事業を行っており、土地所有者との土

地賃借契約には、退去時の原状回復義務について記載されているが、事業を継続する

上で賃借契約を継続することを予定し、移設、撤去が困難であり原状回復義務の履行

の蓋然性が極めて低いことにより、資産除去債務を計上していない。 


